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事業種別 政策

2 施策№ 22 事業№平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 終了
事務事業名 不登校児童生徒支援事業

会計 一般会計

H27担当課等名 学校教育課 H27係等名 学務係 H26係等名 学務係

基本計画上
の位置づけ

政策 2 地育力によるこころ豊かな人づくり

施策 22 義務教育の充実

目
的

対象（誰・何を） 市内小中学校の不登校児童・生徒

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

不登校児童生徒数 89
意図（どういう状態
にするか）

学校に登校できる

向上させたい上位施
策の成果指標

不登校の児童生徒の数

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

成果
指標

適応指導教室へ通室できるようになった児童生徒数 7 11 7 5

成果
指標

自校へ登校できるようになった児童生徒数
（不登校のうち、指導の結果登校できるようになった児童
生徒数）

30 20 30 20

定性
目標

事
業
概
要

不登校または、学級に通えない児童生徒の個別支援を行う。
１　適応指導教室（中間教室）を設置し、適応指導員を配置して不登校児童・生徒の支援を行う。
２　飯田長期欠席児童生徒支援ネットワーク協議会を設置し、関係機関と連携しながら不登校対策を実施する。
３　児童生徒の自立を促す体験活動や教職員・保護者に向けたカウンセリングマインド研修を実施する。

事業内容 名称 活動指標

26
年
度
事
業
内
容

１（１）追手町小学校、飯田東中学校に中間教室を設置、不登校児童生徒
の支援
　（２）中間教室には適応指導員を各１人配置
２　学校・不登校対策を行うNPO等との連携を行い、不登校児童生徒の状
況把握
３　体験活動による自立を促し自立を支援
４　学校教職員、保護者対象のカウンセリングマインド研修会の開催
５　中学校区単位による情報共有化の推進
６　飯田長期欠席児童生徒支援ネットワーク協議会の設置

１（１）中間教室設置数
　（２）中間教室への通室者数
２　小中連携分析校区数
３　体験活動参加者
４　開催回数
５　連携推進校区
６　協議会開催回数

１（１）2教室
　（２）9人
２　　 9区
３　　 8人
４　　 5回
５　　 9区
６　　 7回

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 6,163 5,854 5,068 5,869

国庫支出金

県支出金

起債

その他

一般財源 6,163 5,854 5,068 5,869

人件費計（千円）② 36 36

正規職員所要時間 10 10

臨時職員所要時間

総事業費①+② 6,199 5,854 5,104 5,869

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

５つのアクション、教育支援指導主事の配置などにより、不登校児童生徒数の減少減少を図ることができた。

改革改善
の考え方

①問題
点

発達課題や二次障害などの処遇困難ケースが増加している。

②改革
提案

飯田長期欠席児童生徒支援ネットワーク協議会などにより、関係機関の連携強化による支援の更なる充実を図る。ま
た、特別支援教育を充実し、二次障害などの予防に努める。


